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施設の機能維持 河床低下 

河床洗掘 

床止（固）め設置、根固め設置、護岸基礎の根継

ぎ、水制の設置、堆積土砂の除去、樹木伐開等 

堤防 盛土、置き換え、空洞の充填、法面補修（表層置

き換え、芝張り）、特殊堤補修、樹木伐開、ドレ

ーン工設置、止水矢板設置、天端舗装等 

その他 各種補修、交換、更新、補強等 

河川区域等の適正な利用 指導、啓発、巡視強化、監督処分、塵芥処理等 

河川環境の整備と保全 低水流量 巡視強化、情報収集、環境調査、渇水調整等 

水質 啓発、環境調査、流出物の回収等 

その他 駆除、保全措置等 

 

 

７．地域連携等  

 

（１） 地域住民等の参加による河川清掃 

河川敷地のゴミ拾いなど、地域住民等が主体となって実施されている清掃活動は、河川

の美化だけではなく、海域へのゴミの流出抑制や河川愛護意識の啓発にも寄与しているこ

とから、さらに活動の輪が拡がるように、自治体や企業、ＮＰＯ等の住民団体等との連携

を深めていく。 

 

（２） 堤防の刈草や伐採木のリサイクル 

堤防の除草において発生する刈草については、処理費用の縮減と環境への負荷軽減のた

めに、畜産や果樹園の敷き草、堆肥の資材、飼料として提供しており、リサイクル率は１

００％に達しているが、さらにリサイクルが進むように、広報活動や受け渡し方の工夫等

に努めていく。 

 

（３） 排水ポンプの運転調整 

洪水時に河川水位が上昇し、堤防決壊やその恐れが生じたときには、被害の防止又は軽

減を目的として排水ポンプの速やかな停止等の運転調整が必要なため、常日頃からの連絡

体制を整備しておく。 

 

（４） 避難判断の参考となる情報の提供 

洪水時の住民の円滑な避難等に資するために、ホットラインによる自治体首長への水位

情報の提供、事務所ホームページによる防災情報の提供、携帯アラームメールの運用、危

険度レベルを示す河川水位標識の設置等を行い、わかりやすい河川情報の提供に努める。
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また、報道機関等の協力を得て、地上デジタルテレビ放送やケーブルテレビ放送、ラジオ

放送等を通じた河川情報の提供に努める。 

 

（５） 水辺の安全利用・河川環境に関する情報の提供 

河川の水難事故を未然に防ぐことを目的として、子どもを対象とした水辺の安全利用知

識の普及促進のための講習会をＮＰＯ等の住民団体と連携して実施する。また、河川環境

に親しみを感じてもらうことを目的として、水生生物調査や環境学習等もＮＰＯ等の住民

団体と連携して実施する。 

 

（６） 水門等操作員の担い手の育成 

洪水時の水門等の操作を適確に実施するために、毎年１回、操作員を対象とした講習会

等を自治体と連携して実施する。また、サラリーマン化や高齢化の進展に伴い、今後、操

作員の担い手が不足することを考慮し、個人による操作体制から、地域団体による共同操

作体制への転換を図っていく。 

 

（７） 学校等が行う水防災教育の支援 

過去の水害や洪水時の避難など、水災害に関する基礎的な知識を普及促進させるために、

河川に関する基礎的な知識や情報を提供し、学校等が行う防災教育を積極的に支援する。 

 

 

８．効率化・改善に向けた取り組み 

  

（１） 定量的な基準による河道管理 

土砂堆積、樹木繁茂に対する河道の流下能力の維持、河床低下や洗掘等に対する施設機

能の維持のための河道管理については、一層の技術研鑽を図り、管理基準の定量化や閾値

の明確化、精度向上等に努める。 

 

（２） 定量的な基準による堤防管理 

堤防の安定性や耐侵食性能、耐浸透性能を維持するための堤防管理については、一層の

技術研鑽を図り、管理基準の定量化や閾値の明確化、精度向上等に努める。 

 

（３） 再堆積しにくい掘削方法の追求 

河道掘削を実施する場合には、流下能力の長寿命化による維持管理費用の縮減を図るた

めに、再堆積しにくい掘削方法について、一層の技術研鑽を進める。 

 

（４） 老朽構造物の適確な診断と長寿命化 

水門・樋門、堰、排水機場等の老朽化が進行することを踏まえ、コンクリート部の診断

基準や機械設備の傾向管理の手法、管理基準の定量化、閾値の明確化、精度向上等に努め

るとともに、長寿命化のための対策工法の確立に努める。特に、完成後３０年経過した施




